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会社概要

会 社 名 株式会社 大日光・エンジニアリング
英 訳 名 Ｄi-Ｎikko Ｅngineering Co.,Ltd.
代 表 者 代表取締役社長 山口 侑男

代表取締役副社長 山口 琢也
代表取締役副社長 為崎 靖夫

本社所在地 栃木県日光市瀬尾33番地5
設 立 昭和54年9月
公 開 市 場 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（証券コード：６６３５）

平成19年3月上場
資 本 金 8億5,630万円（平成24年12月末現在）
従 業 員 数 単独 234人 連結 2,090人（平成24年12月末現在）
主 要 業 務 電子部品実装を核とするエレクトロニクス製品の受託

加工事業
基板設計から、最適部品の調達、技術者の派遣、製造、
物流までのサービスを一貫して提供

連結子会社 国内2社、海外4社（平成24年12月末現在）
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沿革
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東北自動車道

宇都宮IC

栃木県

大日光瀬尾工場 1979年生産開始 BA杉の郷工場 2009年生産開始

大日光根室工場 1984年生産開始大日光轟工場 2011年12月生産開始

大沢IC

■精密機器組立工場
■従業員数60名（12年12月末時点）
■クリーンルーム有り（クラス10000 有人時）
■工場面積2,600㎡
■今市インターより10分(今市警察署斜め向かい)

■精密光学機器組立工場
■従業員数320名（12年12月末時点）
■クリーンルーム有り（クラス5000 有人時）
■工場面積5,500㎡
■今市インターより20分（大日光工業団地内）

■本社機能、調達拠点、設計拠点、基板実装生産工場
■従業員数210名（12年12月末時点）
■SMT 6LINE
■工場面積6,000㎡
■大沢インターより10分（今市青少年スポーツセンター横）

■基板実装生産工場、その他
■従業員数250名（12年12月末時点）
■SMT 5LINE
■工場面積3,200㎡
■大沢インターより15分（杉の郷カントリー横）

DNEグループ国内拠点-About Domestic Locations-
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TROIS ELECTRONICS(WUXI)CO.,LTD.

NEW TROIS ELECTRONICS(SHENZHEN) LTD.
福永工場

彩煌（深圳）龍華第二工場

TROIS TAIWAN BRANCH

TROIS ENGINEERING PRETEC HK LTD.

■従業員数800名（12年12月末時点）
■SMT 13-LINE
■クリーンルーム有り（クラス10000 有人時）
■江蘇省無錫新区開発区内
■上海虹橋空港より車で1.5時間

■従業員数1,700名（2012年12月末時点）
■SMT 26-LINE
■広東省深圳市宝安区福永工業団地内
■深圳宝安空港より車で15分

■従業員数250名(当社製品担当者のみ:
12年12月末時点)

■SMT 5-LINE
■広東省深圳市龍華区
■香港-深圳国境地点より車で30分

福永

彩煌

彩煌工場福永工場

第一工場 第二工場

第一
第二

台湾事務所

■従業員数3名（12年12月末時点）
■部材調達、LPS調査
■台湾台北市中山北路
■台北桃園国際空港より車で1時間

香港事務所・倉庫

■従業員数26名(12年12月末時点)
■部材調達、輸出入管理、財務
■香港新界沙田
■沙田駅より車で15分

DNEグループ海外拠点-About Overseas Locations-
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平成25年第2四半期累計連結経営成績概要

連結損益計算書 前年同期比

（単位：百万円）
平成24年
第2四半期

平成25年
第2四半期

増減額 増減率(%)

売上高 20,190 17,264 △2,925 △14.5%

売上原価 18,434 15,867 △2,567 △13.9%

売上総利益 1,755 1,396 △359 △20.5%

販売費及び一般管理費 825 880 +55 +6.7%

営業利益 930 516 △414 △44.4%

営業外収支 △56 △95 △39 △69.6%

経常利益 873 421 △452 △51.7%

特別損益 46 9 △37 △80.4%

税金等調整前当期純利益 920 430 △490 △53.3%

法人税等 378 190 △187 △49.6%

当期純利益 542  240  △302 △55.8%

6
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連結経営成績に関する定性的情報

１．売上高
（1）日本
・ 社会生活機器用は今秋以降の新規種投入を控えて前年同期比大幅減産となったユニットがあった

一方、期初予想に比べて増産傾向が続いたユニットがありました。
・ オフィスビジネス機器用は海外生産へのシフト時期が下半期にずれ込んだ機種があったため小幅

減産にとどまりました。
・ 産業機器用は第１四半期と比べると増産傾向となったが、半期ベースでは前年同期比で大幅減産

となりました。
（2）アジア（中国）
・ 香港/中国深圳子会社は引き続き日本企業の海外生産シフトにおける受け皿的役割を果たしオフ

ィスビスネス機器用が堅調な生産を継続したことに加えて社会生活機器用も活発に推移。
・ 一方、中国無錫子会社は主力のオフィスビジネス機器用が減産から脱しきれず、社会生活機器用

も第2四半期下半期から日本向け輸出が大幅減産となりました。
以上要因で、連結売上高は17,264百万円（前年同期比14.5%減）となりました。

２．損益
（1）日本は第2四半期の生産状況が第１四半期に比べて活発化しましたが、半期ベースとしては社会

生活機器用、オフィスビジネス機器用、産業機器用いずれも前年同期比で減産となりました。
（2）アジアは、中国無錫子会社が減産継続によって苦戦となりましたが、香港/中国深圳子会社が堅

調な生産水準を確保したこともあり、海外全体としては黒字となりました。
以上の結果、連結営業利益は516百万円（前年同期比44.4%減）となりました。

（3）営業外収支は、円安の影響を受けて海外では円建て売上が目減りし、国内では米ドル建て輸入
の為替差損が発生しましたが、部品在庫圧縮による月中借入の抑制等に注力した結果、連結経常
利益は421百万円（前期同期比51.7%減）となりました。加えて、保険に関わる特別利益、固定資産
除却に関わる特別損失、法人税等を加減した結果、連結四半期純利益は240百万円（前期同期比
55.8%減）となりました。
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連結経常利益減益要因分析

24年6月期
経常利益
873百万円

25年6月期
経常利益
421百万円
（前年同期比
△452百万円）

営業外収支
の悪化

114百万円

営業外収支
マイナス

前年同期比
△39百万円

販管費の増加
前年同期比
+55百万円

売上総利益
の減少

前年同期比
△359百万円

売上高が、前年同期比
△2,925百万円減少、売上原
価率は前年同期91.3%とほぼ
同様の91.9%に推移したため、
売上総利益も売上高減少に

伴い按分減少したもの

円安の影響を受けて海外
では円建て売上が目減りし、
国内では米ドル建て輸入
の為替差損が発生したこと
等から収支マイナスとなっ
たもの

中国最低賃金
増加に伴う

人件費増等が
要因
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連結業績推移（第2四半期累計）
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報告セグメントごとの売上高、利益又は損失推移

日 本

アジア

＜アジア＞

売上高：日本からのｼﾌﾄ
もあり上期増産となるも、
下期は生産調整から減
産見込み

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益：生産革新
活動強化による製造経
費削減などで黒字継続
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売上高：ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽﾕﾆｯﾄ
（OBU）は海外生産ｼﾌﾄで減
産、社会生活系は前倒し生
産から上期増産も下期受注
減見込み

ｾｸﾞﾒﾝﾄ利益：社会生活系の
下期減産の影響大きく減益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

日本

アジア
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現地通貨で見たセグメントごとの売上高動向
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現地通貨建で拡大してきたが、25年は
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OBUは減産、社会生活系が増産

（単位：百万HK$）（単位：百万円）
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上期・下期別売上高動向

経営環境は依然として厳しく、
国内を中心に前年同期比売
上が減少している状況となっ
ております。

（単位：百万円）
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連結貸借対照表分析(主な勘定増減） （単位：百万円）

2,00622,04620,039負債純資産合計2,00622,04620,039資産合計

8064,2883,482純資産合計1125,1555,042固定資産合計

616424△ 192為替換算調整勘定

1822,5242,342利益剰余金△ 2780782
投資その他の
資産

3205,6715,351固定負債合計68680建設仮勘定

4195,4024,983長期借入金471,8651,818
機械装置及び
運搬具

△ 97137234社債△111,7011,712建物及び構築物

87912,08511,205流動負債合計1,89416,89014,996流動資産合計

△ 622172791年内償還予定の社債△ 903,8643,954
原材料及び
貯蔵品

1532,2402,087
1年内返済予定の
長期借入金

△ 257285542商品及び製品

2312,7812,550短期借入金6137,1206,507
受取手形及び
売掛金

4975,7685,271支払手形及び買掛金1,6174,9323,315現金及び預金

増減25.6.3024.12.31負債・純資産の部増減25.6.3024.12.31資産の部
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財政状態の分析

• 当第２四半期連結会計期間末における総資産は22,046百万円（前連結会計年度末比
2,006百万円増）となりました。

• 流動資産は、現金及び預金並びに受取手形及び売掛金が増加した一方商品及び製
品が減少したこと等により16,890百万円（前連結会計年度末比1,894百万円増）となりま
した。

• 固定資産は、機械装置及び運搬具が増加した一方、有形固定資産の償却等により
5,155百万円（前連結会計年度末比112百万円増）となりました。

• 流動負債は、支払手形及び買掛金、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が
増加したこと等により12,085百万円（前連結会計年度末比879百万円増）となりました。

• 固定負債は、長期借入金が増加したこと等により5,671百万円（前連結会計年度末比
320百万円増）となりました。

• 純資産合計は、為替換算調整勘定が増加したこと等により4,288百万円 （前連結会計
年度末比806百万円増）となりました。

連結財政状態に関する定性的情報
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平成２５年１２月期の連結業績予想（平成25年1月1日～12月31日）

（単位：百万円） 実績 予想 前期比

平成２４年期 平成２５年期 金額 増減率(%)

売 上 高 36,706 32,600 △4,106 △11.2%

営 業 利 益 1,158 680 △478 △41.3%

経 常 利 益 1,070 540 △530 △49.5%

当期純利益 659 330 △329 △49.9%

15

当社グループを取巻く経営環境は依然として厳しく、国内を中心に前年同期比売上が減少している状況となって
おりますが、第２四半期において国内売上面では社会生活機器用ユニットの増産ボリュームが予想より膨らんだ
こと、オフィスビジネスユニットの海外への生産移管が遅れたことによる予想以上の売上確保という要因があった
ことに加えて、製造面では生産革新運動の継続的な展開によって製造経費削減効果が出てきたことが主因で、
第２四半期累計の利益は平成２５年５月９日付け決算短信で開示した業績見通しを上回ることとなりました。一方、
社会生活機器用ユニットを中心とする上半期前倒し生産の影響が下半期に出ると予想しており、通期の業績見通
しを修正いたしております。
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今後の重点施策
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設立以来培ってきた
電子基板実装技術
＋生産管理技術
＋加工組立技術
＋素材知見ﾊﾟﾜｰ
＋部材購買ﾊﾟﾜｰ
＋営業技術要員
＋内外拠点強化

客先セグメントの多層化
↓

ＯＢＵ
社会生活機器

社会インフラ機器
産業機器

３本の矢＋ＯＮＥ
として経営資源を

集中
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本件資料は、投資家の皆様の参考に資するため、株式会社大日光・エンジニアリング
（以下、当社）の現状をご理解いただくことを目的として当社が作成したものです。

当資料に記載された内容は、現時点において一般的に認識されている経済・社会等の
情勢、及び当社が合理的と判断した一定の前提に基づいて作成されておりますが、経
営環境の変化等の事由により、予告なしに変更される可能性があります。

投資に際しての最終的なご判断は、ご自身のご判断でなされますようお願い致します。

株式会社 大日光・エンジニアリング

経営企画室 電話 0288-26-3930

ご注意事項


